
○人権擁護審議会（７月２４日開催）における主な意見とその対応について

分野 頁 項目 意見 回答 対応

13 生活

ひきこもりや障害者手帳を取得できない程度の軽度
の障害者等、生き辛さを抱えた人達の対応について
記載してほしい。

ひきこもりの人の中には、自分は障害者でない
と認識している人もいる。ひきこもりも原因が
多種多様なので、障害の分野に記載することは
困難と考える。

修正なし

13 生活

県内でまだ一つもできていないが、障害者に２４時
間対応できる、地域生活支援拠点事業についての記
載をしてほしい。

地域生活支援拠点事業については、Ｒ１年度、
Ｒ２年度で市としても進める予定である。具体
的には決まっていないが、方針としての記載は
可能と考える。

地域生活支援拠点等の構築について追
記。

14 啓発
一般の人という表記が、障害者が一般でないという
意味にも取れるので文言を変えてほしい。

文言を改める。 文言を修正。

14 相談
障害者相談員の活動について記載してほしい。 障害者相談員の活動について追記する。 当事者の視点に立った相談活動につい

て追記。

男女 15 生活

地域コミュニティの例の中に、まちづくり協議会を
入れてほしい。

「町内会」の前後に入れるよう検討する。 「町内会」の前に追記。

16 生活

災害時の支援について漠然とした記載になっている
ので、もう少し具体的な文言としてほしい。外国人
の人材を活用した災害時の対応を記載するとよいの
ではないか。

方針は個別事業の名称を書くものではないの
で、この記載にしている。意見を踏まえて危機
管理課と相談し、記載について検討する。

外国人の人材については機能別消防団
員として活用している実態があるが、
現行の記載は機能別消防団を含めた外
国人向けの支援について記載している
ため、追記等なし。

17 教育

日本語教育推進法が施行を踏まえた記載があるとよ
いのではないか。

同法については教育委員会と相談した結果、現
段階では記載を行わず、今後方針が定まったら
記載する事となっている。

修正なし

17 教育
学校教育の部分の記載が長文なので、分かりやすく
した方がよい。

教育委員会と相談する。 文を修正。

17 教育

外国籍児童で、親が日本語や日本の文化を知らない
ため、障害がないのに特別支援学級に入っている子
どもがいると聞いている。日本語や日本の文化の指
導についても記載をしてはどうか。

教育委員会と相談する。 外国籍児童が安心して生活できるため
の支援について追記。

17

障害者

外国人

外国人



分野 頁 項目 意見 回答 対応

17 教育

国際感覚を持った子どもの育成として外国語教育の
記載があるが、これはカリキュラムがあるため、人
権の分野で記載する必要がないのではないか。代わ
りに多文化共生や国際理解の部分の記載が良いので
はないか。

教育委員会と相談する。 外国語教育には、外国語の学習だけで
なく、外国語の背景にある文化を理解
し、相手へ配慮する事の学習も含まれ
る。また、多文化共生の概念は国際理
解教育に含まれているため、記載内容
の変更なし。

17 教育

学校教育の部分の記載はあるが、大人に対する教育
については、国際交流協会に丸投げのように見え
る。国際交流協会と力を合わせながら行政としても
取り組む必要があるのではないか。

外国人の増加に伴い、交流だけではなく共生と
いう概念が必要になるので、表現について検討
する。多文化共生という精神の中で、生活者目
線として外国人の暮らしにどのように関わるの
かという事を入れる。

行政としても、草津市国際交流協会等
と連携しながら取り組む旨を追記。

子ども 20 教育

いじめ等弱者に関する問題の記載だけでなく、子ど
もが自己肯定感を育てる取組を記載してはどうか。

就学前および小・中学校における取組について
記載ができるか検討する。

就学前から就学期を通じて子どもの自
尊感情を育てる旨追記。

21
現状と
課題

その他の人権に生き辛さを抱えた人々等といった文
言を加えてはどうか。

その他の人権に挙げている他の人権問題とひき
こもり等生き辛さを抱えた人達の問題が並列に
なるかというところを含め、検討する。

ひきこもりや生き辛さの原因は様々で
あり、人権問題としての記載は難し
い。また、ひきこもりの人に対する偏
見等についても、現時点では記載する
ような状況ではないため、追記なし。

22 相談

パワハラ等、労働者に関する人権という項目があっ
てもよいのではないか。

分野別については、障害者や子ども等対象者別
に設けており、労働という切り口で項目を設け
る事は難しい。パワハラについてはその他の人
権に記載している。また、労働行政の窓口は労
働局である。

修正なし

相談体制・
機能の充実

23
施策の
方向

隣保館の相談業務は同和問題に限らず、あらゆる人
権問題に対応していることを周知できるような記載
が望ましい。

「２相談体制・機能の充実」の部分への記載を
検討する。

「２相談体制・機能の充実」の部分へ
追記。

その他

外国人


